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導入促進基本計画 

 

１ 先端設備等の導入の促進の目標 

（１）地域の人口構造、産業構造及び中小企業者の実態等 

 産業・中小企業者の状況等 

  本市の人口は、昭和５０年代後半からのニュータウン開発により人口が急増した

が、平成２２年にピークを迎え、その後、減少傾向にある。 

  令和２年の国勢調査による人口構造は、１５歳未満が１１．０％、１５歳以上６

５歳未満が５９．５％、６５歳以上が２９．５％である。今後の人口推計では人口

減少・少子高齢化の進行に伴い、１５歳未満の減少及び６５歳以上の増加が見込ま

れている。 

  また、経済センサスによる市内事業所の件数は、平成２８年調査（基礎）と比較

すると令和３年調査（活動）は減少している。 

  なお、従事者が最も多い業種は、「製造業」である。この主な要因は、市の東部に

位置する「つくばの里工業団地」での操業であると考えられる。 

 

中小企業等支援策に関する取組状況等 

  本市の中小企業等支援策は令和５年度に策定した「龍ケ崎市中小企業・小規模企

業振興基本計画」に基づき、中小企業等の経営基盤の強化や販路拡大、事業承継の

円滑化など多岐にわたった支援を行っている。 

一方、急速に進む人口減少・少子高齢化や後継者不足が深刻化する中、人材の確

保は中小企業等の大きな課題となっており、市内中小企業者が積極的な設備投資を

行うことは、生産性の抜本的な向上や人材不足に対応した基盤構築といった効果が

期待される。 

 

（２）目標 

  本市では、中小企業等の設備投資への活性化に伴い、更なる経済発展を目指すた

め、中小企業等経営強化法第４９条第１項の規定に基づき「導入促進基本計画」を

策定し、中小企業者の先端設備等の導入を促す。 

  このため、本計画の期間中に８件の「先端設備等導入計画」の認定を目標とする。 

 

（３）労働生産性に関する目標 

  本市では、先端設備等導入計画を認定される事業者の労働生産性（中小企業等の

経営強化に関する基本方針に定めるものをいう。）が年平均３％以上向上すること

を目標とする。 

※労働生産性とは、 （営業利益 ＋ 人件費 ＋ 減価償却費） 

   労働投入量 



   ※労働投入量とは、 

労働者数又は労働者数×一人当たり年間就業時間 

 

２ 先端設備等の種類 

本市の産業は、第１次産業である農林漁業や、第２次産業である建設業及び製造

業、第３次産業である卸売業、小売業、宿泊業及び飲食サービス業など、多岐にわ

たる。 

このため、本計画において対象とする設備は、中小企業等経営強化法施行規則第

７条第１項で規定する先端設備等全てとする。 

 

３ 先端設備等の導入の促進の内容に関する事項 

（１）対象地域 

  本市の産業は東部地域に産業拠点となるつくばの里工業団地が立地しているほ

か、広域に立地しており、広く事業者の生産性向上を実現する観点から、本計画の

対象区域は、龍ケ崎市内全域とする。 

 

（２）対象業種・事業 

  本市の産業は、卸売業・小売業、宿泊業・飲食サービス業、製造業、建設業、農

業等、多岐にわたり、また多様な業種が本市の経済、雇用を支えている。 

  このため、これらの産業で広く事業者の生産性向上を実現する必要があることか

ら、本計画において対象とする業種は、全業種とする。 

ただし、風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第

１２２号）に規定する風俗営業に該当する業種のものは対象外とする。 

  一方、生産性向上に向けた事業者の取組は、新商品の開発、自動化の推進、IT導

入による業務効率化、省エネの推進等、多様である。 

  このため、本計画においては、労働生産性が年平均３％以上に資することが見込

まれる幅広い事業を対象とする。 

 

４ 計画期間 

（１）導入促進基本計画の計画期間 

  本市が作成する導入促進基本計画の期間は、国が同意した日から２年間（令和７

年４月１日～令和９年３月３１日）とする。 

 

（２）先端設備等導入計画の計画期間 

 中小企業等が作成する先端設備等導入計画の期間は、３年間、４年間又は５年間の

いずれかとする。 

 

５ 先端設備等の導入の促進に当たって配慮すべき事項 

・先端設備等導入計画の認定について、人員削減を目的とした取組については対象と

しない等、雇用の安定に配慮する。 



・公序良俗に反する取組や、反社会的勢力との関係が認められるものについては、先

端設備等導入計画の認定の対象としない等、健全な地域経済の発展に配慮する。 

・法人市民税、固定資産税、都市計画税、軽自動車税及び下水道使用料を滞納してい

るものは、先端設備等導入計画の認定の対象としない。 

 

（備考） 

  用紙の大きさは日本産業規格Ａ４とする。 

 


